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第 6 8 回定時株主総会招集ご通知に際しての
イ ン タ ー ネ ッ ト 開 示 事 項

連 結 計 算 書 類 の 連 結 注 記 表

計 算 書 類 の 個 別 注 記 表

第68期（2020年４月１日から2021年３月31日まで）

法令並びに当社定款第14条の規定に基づき、インターネット上の当
社ウェブサイト（https://cleanup.jp/）に掲載することにより、
株主の皆様にご提供しているものであります。

表紙
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連　結　注　記　表

【連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記】
１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数　　　　　９社
連結子会社の名称　　　　株式会社クリナップステンレス加工センター

井上興産株式会社
クリナップロジスティクス株式会社
クリナップテクノサービス株式会社
クリナップキャリアサービス株式会社
クリナップハートフル株式会社
クリナップソリューション株式会社
可麗娜厨衛（上海）有限公司
可麗必斯家具（瀋陽）有限公司

２．持分法の適用に関する事項
持分法を適用していない
関連会社の名称　　　　　マヴィ株式会社
持分法を適用しない理由　持分法を適用していない関連会社は、当期純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法
の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、
かつ、全体としても重要性がないため持分法の適用範囲から除
外しております。
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３．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は、可麗娜厨衛（上海）有限公司（12月31日）及び可麗必斯家具（瀋

陽）有限公司（12月31日）を除き、連結決算日と一致しております。なお、可麗娜厨衛（上
海）有限公司及び可麗必斯家具（瀋陽）有限公司については、両社の決算日現在の計算書類
を使用して連結決算を行っております。ただし、連結決算日との間に生じた重要な取引につ
いては、連結上必要な調整を行っております。

４．会計方針に関する事項
⑴　資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法
満期保有目的の債券
　償却原価法による原価法によっております。
関連会社株式
　移動平均法による原価法によっております。
その他有価証券
　時価のあるもの

連結決算日の市場価格等に基づく時価法によっております。（評価差額は全部純
資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。）

　時価のないもの
移動平均法による原価法によっております。

②　たな卸資産の評価基準及び評価方法
商品・製品・原材料・仕掛品

総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下
げの方法）によっております。
貯蔵品

最終仕入原価法による原価法によっております。
⑵　固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く。）
当社及び国内連結子会社は定率法により償却を行っております。
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く。）並びに2016

年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっておりま
す。

また、在外連結子会社は定額法により償却を行っております。
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②　無形固定資産
定額法により償却を行っております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基

づく定額法によっております。
③　リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法により償却を行っております。
⑶　引当金の計上基準

①　貸倒引当金
売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を
計上しております。

②　賞与引当金
当社及び国内連結子会社の従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち当連

結会計年度に対応する見込額を計上しております。
③　役員退職慰労引当金

当社は、役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給見込額を引
当計上しております。

なお、2004年５月に役員報酬体系を見直し、2004年６月の株主総会の日をもって役
員退職慰労金制度を廃止しており、2004年７月以降対応分については引当計上を行っ
ておりません。
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⑷　その他連結計算書類の作成のための重要な事項
①　退職給付に係る会計処理の方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度までの期間に帰属さ
せる方法については、期間定額基準によっております。

退職給付に係る資産及び負債は、当社及び国内連結子会社の従業員の退職給付に備え
るため、当連結会計年度末における見込額に基づき、退職給付債務から年金資産を控除
した額を計上しております。

過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（10年）による定額法により費用処理することとしております。

数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の
年数（10年）による定額法により、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理するこ
ととしております。

未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純
資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しており
ます。

一部の連結子会社は、退職給付に係る資産及び負債並びに退職給付費用の計算に、退
職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用し
ております。

②　消費税等の会計処理の方法
消費税等の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税等は、当連結会計年

度の費用として処理しております。

【会計上の見積りに関する注記】
（繰延税金資産の回収可能性）

⑴　当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額
（単位：百万円）

当連結会計年度

繰延税金資産 226
⑵　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　繰延税金資産は、事業計画に基づく課税所得の発生時期及び金額に基づき見積もってお
ります。
　その算出方法につきましては、一時差異の回収可能性、欠損金がある場合にはその繰越
可能期間内での控除可能性、税額控除を適用する場合はその制度の繰越期限等を勘案し、
必要に応じて評価性引当金を計上する方法によっております。
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　実際に発生する課税所得の時期及び金額が見積りと異なった場合、翌連結会計年度の連
結財務諸表において繰延税金資産の計上額に重要な影響を与える可能性があります。

【追加情報】
（新型コロナウイルス感染症の影響に関する会計上の見積り）

　新型コロナウイルス感染症の収束時期の見通しは依然困難な状況が続いております。しかし
ながら、当連結会計年度における当社グループの経営成績等への影響が比較的軽微であったこ
とを踏まえ、次期以降においてもその影響は限定的であると仮定して固定資産の減損、繰延税
金資産の回収可能性などの会計上の見積りを行っております。
　なお、新型コロナウイルス感染症の今後の影響は不確定な要素があり、当社グループを取り
巻く経営環境に変化が生じた場合には翌連結会計年度以降の連結財務諸表及び経営成績等に影
響を及ぼす可能性があります。

【連結貸借対照表に関する注記】
１．有形固定資産の減価償却累計額 42,862百万円

２．保証債務
金融機関からの借入金に対する保証債務

従業員 15百万円

３．受取手形裏書譲渡高 663百万円
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【連結株主資本等変動計算書に関する注記】
１．連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式 37,442,374株

２．配当に関する事項
⑴　配当金支払額

決　　　議 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

2020年６月25日
定時株主総会 普通株式 368 10 2020年３月31日 2020年６月26日

2020年11月６日
取締役会 普通株式 368 10 2020年９月30日 2020年12月１日

⑵　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
次のとおり、決議を予定しております。

決　　　議 株式の種類 配当金の総額
（百万円） 配当の原資 １株当たり

配当額(円) 基準日 効力発生日

2021年６月25日
定時株主総会 普通株式 368 利益剰余金 10 2021年３月31日 2021年６月28日
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【金融商品に関する注記】
１．金融商品の状況に関する事項

当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達しており
ます。一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行
借入により調達しております。投機的な取引は行わない方針であります。

営業債権である受取手形及び売掛金並びに電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されて
おります。また、海外で事業を行うにあたり生じる外貨建ての営業債権は、為替の変動リス
クに晒されております。

有価証券及び投資有価証券は、主に満期保有目的の債券及び業務上の関係を有する企業の
株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

営業債務である買掛金、電子記録債務並びに未払金は、そのほとんどが４ヶ月以内の支払
期日であります。一部外貨建てのものについては、為替の変動リスクに晒されております。

借入金は、運転資金及び設備投資資金に係る資金調達を目的としたものであります。
当社は、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するととも

に、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。
２．金融商品の時価等に関する事項

2021年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれら
の差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認め
られるものは、次表には含めておりません。

連 結 貸 借 対 照 表
計　上　額　（※） 時　価　（※） 差 額

⑴　現金及び預金 21,861百万円 21,861百万円 －百万円
⑵　受取手形及び売掛金 13,732 13,732 －
⑶　電子記録債権 12,748 12,748 －
⑷　有価証券及び投資有価証券

①　満期保有目的の債券 1,304 1,302 △1
②　その他有価証券 5,098 5,098 －

⑸　買掛金 （6,509） （6,509） －
⑹　電子記録債務 （6,034） （6,034） －
⑺　未払金 （4,440） （4,440） －
⑻　長期借入金 （5,019） （5,042） 23
⑼　デリバティブ取引 － － －

（※）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。
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（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
⑴　現金及び預金、⑵　受取手形及び売掛金、並びに⑶　電子記録債権

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ
ております。

⑷　有価証券及び投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は金融機関から提示された価格
によっております。

⑸　買掛金、⑹　電子記録債務、並びに⑺　未払金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ
ております。

⑻　長期借入金
長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率
で割り引いて算定する方法によっております。

⑼　デリバティブ取引
該当事項はありません。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり、金融商品の時価情報
の「⑷　有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。
・非上場株式（連結貸借対照表計上額182百万円）については、市場価格がなく、時価を把握する

ことが極めて困難と認められていることから、時価開示の対象としておりません。

【１株当たり情報に関する注記】
１．１株当たり純資産額 1,430円20銭
２．１株当たり当期純利益 47円34銭
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個　別　注　記　表

【重要な会計方針に係る事項に関する注記】
１．資産の評価基準及び評価方法

⑴　有価証券の評価基準及び評価方法
①　満期保有目的の債券

償却原価法による原価法によっております。
②　子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法によっております。
③　その他有価証券

時価のあるもの
　決算日の市場価格等に基づく時価法によっております。（評価差額は全部純資産直
入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。）
時価のないもの

移動平均法による原価法によっております。
⑵　たな卸資産の評価基準及び評価方法

①　商品・製品・原材料・仕掛品
総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法）によっております。
②　貯蔵品

最終仕入原価法による原価法によっております。

２．固定資産の減価償却の方法
⑴　有形固定資産（リース資産を除く。）

定率法により償却を行っております。
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く。）並びに2016年

４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。
⑵　無形固定資産

定額法により償却を行っております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づ

く定額法によっております。
⑶　リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法により償却を行っております。
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３．引当金の計上基準
⑴　貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計
上しております。

⑵　賞与引当金
従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち当事業年度に対応する見込額を計

上しております。
⑶　退職給付引当金（前払年金費用）

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見
込額に基づき計上しております。当事業年度末については、年金資産の見込額が退職給付
債務の見込額に未認識過去勤務費用及び未認識数理計算上の差異を加減した額を超過して
いるため、超過額を前払年金費用として投資その他の資産に計上しております。

過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（10年）による定額法により費用処理することとしております。

数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年
数（10年）による定額法により、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとして
おります。

⑷　役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給見込額を引当計上して

おります。
なお、2004年５月に役員報酬体系を見直し、2004年６月の株主総会の日をもって役員

退職慰労金制度を廃止しており、2004年７月以降対応分については引当計上を行ってお
りません。

４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理の方法

消費税等の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税等は、当事業年度の費
用として処理しております。
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【会計上の見積りに関する注記】
（繰延税金資産の回収可能性）

⑴　当事業年度の財務諸表に計上した金額
（単位：百万円）

当事業年度

繰延税金資産（総額） 669

繰延税金負債（総額） 896

繰延税金負債（純額） 226

⑵　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　繰延税金資産は、事業計画に基づく課税所得の発生時期及び金額に基づき見積もってお
ります。
　その算出方法につきましては、一時差異の回収可能性、欠損金がある場合にはその繰越
可能期間内での控除可能性、税額控除を適用する場合はその制度の繰越期限等を勘案し、
必要に応じて評価性引当金を計上する方法によっております。
　実際に発生する課税所得の時期及び金額が見積りと異なった場合、翌事業年度の財務諸
表において繰延税金資産の計上額に重要な影響を与える可能性があります。

【追加情報】
（新型コロナウイルス感染症の影響に関する会計上の見積り）

　新型コロナウイルス感染症の収束時期の見通しは依然困難な状況が続いております。しかし
ながら、当事業年度における当社の経営成績等への影響が比較的軽微であったことを踏まえ、
次期以降においてもその影響は限定的であると仮定して固定資産の減損、繰延税金資産の回収
可能性などの会計上の見積りを行っております。
　なお、新型コロナウイルス感染症の今後の影響は不確定な要素があり、当社を取り巻く経営
環境に変化が生じた場合には翌事業年度以降の財務諸表及び経営成績等に影響を及ぼす可能性
があります。
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【貸借対照表に関する注記】
１．有形固定資産の減価償却累計額 39,438百万円

２．保証債務
金融機関からの借入金に対する保証債務

従業員 15百万円

３．受取手形裏書譲渡高 654百万円

４．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債権 250百万円
長期金銭債権 205百万円
短期金銭債務 1,959百万円

【損益計算書に関する注記】
関係会社との取引高

売上高 1,917百万円
仕入高 4,763百万円
その他の営業費用 9,595百万円
営業取引以外の取引高 338百万円
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【株主資本等変動計算書に関する注記】
当事業年度の末日における自己株式の種類及び株式数

普通株式 551,134株

【税効果会計に関する注記】
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
株式評価損 77百万円
貸倒引当金 36百万円
退職給付未払金 17百万円
賞与引当金 315百万円
未払事業税 71百万円
繰越税額控除 205百万円
役員退職慰労引当金 127百万円
その他 414百万円

繰延税金資産小計 1,265百万円
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △595百万円
評価性引当額小計 △595百万円
繰延税金資産合計 669百万円

繰延税金負債
前払年金費用 △48百万円
固定資産圧縮積立金 △85百万円
その他有価証券評価差額金 △736百万円
その他 △25百万円

繰延税金負債合計 △896百万円
繰延税金負債の純額 △226百万円
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、
　　当該差異の原因となった主要な項目別内訳

法定実効税率
　（調整） 30.6％

　評価性引当額の増減 △2.4％
　交際費等永久に損金に算入されない項目 1.8％
　受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △3.2％
　住民税均等割額 5.1％
　税額控除 △3.0％
　繰越税額控除等 △0.6％
　その他 0.1％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 28.3％

【１株当たり情報に関する注記】
１．１株当たり純資産額 1,371円53銭
２．１株当たり当期純利益 40円93銭

【連結配当規制適用会社に関する注記】
当社は、連結配当規制適用会社であります。
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